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建設工事に係る競争入札の参加登録等に関する申請様式新旧対照表（様式） 

改    正    後 改    正    前 

様式１（１ページ目） 

 

様式１（１ページ目） 

 

様式１

　　　年　　　月　　　日

　宮城県知事　　　殿

承認番号 第　　　　　　　　号

許可番号 般特－　　　第　　　　　　　　　号

住所又は所在地

商号又は名称

代表者名

　　　　年　　　月　　　日付けで登録通知を受けた建設工事入札参加登録の一級技術者について，下記のとおり変更が
あったので届け出ます。

※ 資格者証等の名称
該当確認 交   付  番   号

（●） 取 得  年  月 日
有資格者区分コード

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

【注意事項】
１．この様式には，　　　　　　　　入札参加登録の申請時における技術職員名簿（経営規模等評価申請時に提出した
  　もの）に記載のある者（有資格区分が１級以外に限る）のうち，審査基準日から本書提出日までの間に一級技術者の
  　資格を取得した者を記入すること。
２．この様式に記入した一級技術者の資格者証及び前記１の経営規模等評価申請書類控え・同結果通知書の写しを
　　添付するとともに，健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書（常勤性確認）及び雇用期間を確認で
  　きる書類（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書，又は健康保険被保険者証）を添付すること。
３．１人の一級技術者が申請できる建設業の種類は２つまでとする（経営規模等評価と同様）とともに，既に選択済み
　　の業種からの移動は認められないこと。
４．「業種の略号」欄には，下記のコード表により工事の種類に応じ，該当するコードを記入すること。
５．※該当確認欄には記入しないこと。

生　年　月　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

建 設 工 事 入 札 参 加 登 録 に 係 る 一 級 技 術 者 変 更 届

業種の
略　号

営業所の名称
整理番号

健康保険・厚生年金保険被保険者

標準報酬決定通知書

記

資格取得年月日

氏　　　　　　名

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

コード業種
０１ 土 土木工事業 １１ 鋼 鋼構造物工事業 ２１ 絶 熱絶縁工事業
０２ 建 建築工事業 １２ 筋 鉄筋工事業 ２２ 通 電気通信工事業
０３ 大 大工工事業 １３ 舗 舗装工事業 ２３ 園 造園工事業
０４ 左 左官工事業 １４ し しゅんせつ工事業 ２４ 井 さく井工事業
０５ と とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事業 １５ 板 板金工事業 ２５ 具 建具工事業
０６ 石 石工事業 １６ ガ ガラス工事業 ２６ 水 水道施設工事業
０７ 屋 屋根工事業 １７ 塗 塗装工事業 ２７ 消 消防施設工事業
０８ 電 電気工事業 １８ 防 防水工事業 ２８ 清 清掃施設工事業
０９ 管 管工事業 １９ 内 内装仕上工事業 ２９ 解 解体工事業
１０ タ ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事業 ２０ 機 機械器具設置工事業 ９９ と解 とび・解体（経過措置）

様式１

　　　年　　　月　　　日
　宮城県知事　　　殿

承認番号 第　　　　　　　　号
許可番号 般特－　　　第　　　　　　　　　号
住所又は所在地
商号又は名称
代表者名 印

　　　　年　　　月　　　日付けで登録通知を受けた建設工事入札参加登録の一級技術者について，下記のとおり変更が
あったので届け出ます。

※ 資格者証等の名称
該当確認 交　  付 　 番  　号

（●） 取  得  年  月  日
有資格者区分コード

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

業種コード

業種の略号 年　　月　　日
年　　月　　日

【注意事項】
１．この様式には，令和５・６年度の入札参加登録の申請時における技術職員名簿（経営規模等評価申請時に提出
  　したもの）に記載のある者（有資格区分が１級以外に限る）のうち，審査基準日から本書提出日までの間に一級
  　技術者の資格を取得した者を記入すること。
２．この様式に記入した一級技術者の資格者証及び前記１の経営規模等評価申請書類控え・同結果通知書の写しを
　　添付するとともに，健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書（常勤性確認）及び雇用期間を確認で
  　きる書類（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書，又は健康保険被保険者証）を添付すること。
３．１人の一級技術者が申請できる建設業の種類は２つまでとする（経営規模等評価と同様）とともに，既に選択済み
　　の業種からの移動は認められないこと。
４．※欄には記入しないこと。

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

建 設 工 事 入 札 参 加 登 録 に 係 る 一 級 技 術 者 変 更 届

業種の
略　号

営業所の名称
整理番号

健康保険・厚生年金保険被保険者

標準報酬決定通知書

記

資格取得年月日

氏　　　　　　名

生　年　月　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日



2/3 

 

様式第１号（２ページ目） 

削除する。 

様式第１号（２ページ目）

 

  

 

５．「業種の略号」欄には，次のコード表により工事の種類に応じ，該当するコードを記入すること。

コード 業種
０１ 土 土木工事業
０２ 建 建築工事業
０３ 大 大工工事業
０４ 左 左官工事業
０５ と とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事業

０６ 石 石工事業
０７ 屋 屋根工事業
０８ 電 電気工事業
０９ 管 管工事業
１０ タ ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事業

１１ 鋼 鋼構造物工事業
１２ 筋 鉄筋工事業
１３ 舗 舗装工事業
１４ し しゅんせつ工事業
１５ 板 板金工事業
１６ ガ ガラス工事業
１７ 塗 塗装工事業
１８ 防 防水工事業
１９ 内 内装仕上工事業
２０ 機 機械器具設置工事業
２１ 絶 熱絶縁工事業
２２ 通 電気通信工事業
２３ 園 造園工事業
２４ 井 さく井工事業
２５ 具 建具工事業
２６ 水 水道施設工事業
２７ 消 消防施設工事業
２８ 清 清掃施設工事業
２９ 解 解体工事業
９９ と解 とび・解体（経過措置）
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様式１の２ 

削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１の２ 

 

 

様式１の２ 

 

誓 約 書 
 

本変更届の添付書類について，該当技術者の資格者証等その他一式は，事実と相違ないことを誓

約します。 

 

 

宮城県知事            殿 

 

 

  年  月  日   

 

 

  住   所 

                 会 社 名 

                 代表者名                印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参考 

  本誓約書に虚偽があった場合は，指名停止の上，入札参加登録を取消すこととなります。 


